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Ⅲ．(公財)しまね国際センターと市町村の国際化関連事業 

1．(公財)しまね国際センターの事業 

（1）(公財)しまね国際センターの 2024(R6)年度事業 単位：千円 

事業名 事業概要 R5 年度予算 R6年度予算 

○公益目的事業  52.903 52,506 

1.交流・場づくり事業 外国人住民と日本人住民との交流の場づくりや外国青年等の受入・交流を通し

お互いの文化や生活習慣等を知り多文化共生への関心を広げ相互理解を深める 

3,798 3,089 

 （1）外国人住民と日本人住民との交流事業 

外国人住民と日本人住民の交流や情報交換のできる場を提供し相互に異文化

の理解や多文化共生の大切さについて学習する 

  

 ①ＳＩＣ多文化ひろば 

外国人住民や地域で様々な活動を行う団体などの協力により外国人住民

と交流するための言葉を学んだり外国人住民の母国の文化に触れたりす

る講座や音楽・スポーツ・クラフト・自然活動などを外国人住民と日本人

住民が共に体験する機会を設けることにより日本人住民と外国人住民が

気軽に触れ合いつながりを形成することのできる場づくりを行う 

  

 （ア）親子のひろば 

時 期 6 月～2 月 

開催地 県内 3カ所 

内 容 親子向け外国文化を紹介する 

  

 （イ）言葉のひろば 

時 期 2 月 

開催地 東部・西部各 1 カ所 

内 容 県内外国人住民の母国の言葉や文化を学ぶ 

  

 （ウ）体験のひろば 

時 期 7 月～9 月 

開催地 東部・西部各 1 カ所 

内 容 音楽・スポーツ・クラフト・自然活動などを体験する 

  

 （2）青年交流事業 

①北東アジア交流の翼 inしまね（県受託事業） 

北東アジア地域の青年が島根県での交流プログラムを通して各地域との

相互理解を深め友好交流の増進を図ることにより北東アジア地域の新し

いネットワークづくりを行う 

更にホスト県である島根県の青年に関してはプログラムの企画・運営への

参加を通して国際理解を深め責任感、実践力、国際性を備えたリーダーと

して人材育成を図る 

時 期 6 月～8 月 

開催地 県東部地域 

対象者 18 歳以上 30 歳以下の外国青年（中国、韓国）10 人程度、日本

青年 7 人程度 

テーマ 森林保全 

内 容 事前研修、交流プログラム、事後研修、報告会 

  

 （3）プログラムコーディネート事業（県受託事業） 

一般財団法人自治体国際化協会が実施する外国青年招致事業（ＪＥＴプログ

ラム）により県・市町村が招致する外国青年について受入や配置に係るコ

ーディネート、県内での研修プログラムの企画・運営、カウンセリングを

行う 

さらに県国際交流員については業務の調整も行う 

  

 また内閣府の青年国際交流事業、独立行政法人国際協力機構、民間団体等

の国際交流や国際協力に関して連携・調整・支援等を行う 

  

2.担い手育成事業 外国人住民を取り巻く課題や社会的なニーズに対応するために主体性を発揮

して支援活動を行おうとする地域住民に対して基礎的・専門的な研修等を行い

担い手を育成する 

1,211 1,397 

 （1）担い手育成事業 

①日本語パートナー（県受託事業）【拡充】 

ＳＩＣにほんごコースで活動するボランティアの養成を行う 
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事業名 事業概要 R5 年度予算 R6年度予算 

 （ア）日本語パートナー入門講座 

時 期 5 月～6 月 

開催地 県内１カ所 

対象者 ＳＩＣにほんごコースの活動に関心のある方 

内 容 講義及び演習（多文化共生についてオリジナル教材を使った日

本語指導法等） 

  

 （イ）スキルアップセミナー（外国人材に対する日本語指導者講座） 

時 期 8 月～9 月 

開催地 県内 1カ所 

対象者 日本語パートナー及び地域日本語教室ボランティア等 

内 容 講義及び演習（外国人材受入の現状、外国人材のニーズと企業

のニーズ、クラス形式の日本語指導方法等） 

  

 （ウ）子どもの日本語教室ボランティア養成講座 

時 期 6 月～7 月 

開催地 県内 1カ所 

対象者 外国ルーツの子どもに対する日本語学習支援活動に関心のある方 

内 容 講義及び演習（外国ルーツの子どもの背景と現状、言語習得と認

知発達、外国ルーツの子どもへの関わり方と日本語指導方法等） 

  

 ②子どもサポーター（ＣＬＡＩＲ助成事業） 

最近ニーズが増大多様化しつつある外国にルーツをもつ子どもに対する

日本語学習支援を推進するため支援者不足が懸念される地域で養成講座

を行う 

時 期 7 月 

開催地 東部・西部各 1 カ所 

対象者 外国にルーツをもつ子どもの支援に関心のある方 

内 容 講義・演習（子どもに対する学習支援の方法について実践方法

について等） 

  

 ③コミュニティ通訳ボランティア 

コロナ禍によりコミュニティ通訳ボランティアの派遣件数が減少してい

る中活動機会が少なくなっている登録者のスキルアップ及び新規ボラン

ティア養成を主な目的としてコミュニティ通訳ボランティア養成講座を

実施する 

またコミュニティ通訳ボランティア登録者向けの勉強会を開催する 

  

 （ア）養成講座 

時 期 9 月 

開催地 出雲市 

対象者 コミュニティ通訳ボランティア、活動に関心のある方 

内 容 講義及び演習（通訳の心構え、通訳技術の習得等） 

  

 （イ）勉強会 

時 期 12 月 

開催地 オンライン 

対象者 コミュニティ通訳ボランティア 

内 容 講義及び演習（外国人住民の生活に関わる各種制度、通訳技術

のスキルアップ、登録者同士の情報交換等） 

  

 ④災害時外国人サポーター（県受託事業） 

外国人住民の災害に対する意識の向上と災害時に外国人住民をサポート

するボランティアの確保・増員を図るため市町村・民間団体・大学と連携

し防災研修会等の研修、実地訓練を行う 

養成研修 

時 期 10 月 

開催地 東部・西部各１カ所 

内 容 研修及び実地訓練 

  

3.相談・支援事業 外国人住民が自立した社会生活が送れるよう多言語で各種相談に応じるとと

もに外国人住民が社会参画する上での課題解決を図るため行政・専門家・ボラ

ンティア等と連携して、様々な支援を行う 

40,295 42,143 

 （1）生活情報提供・相談事業 

多言語による各種の相談に対応し必要に応じて専門機関の紹介等を行うほか

弁護士・臨床心理士による専門相談対応も行う 

困難事例についてはケースワークを行い相談から解決まで継続かつ一貫して

支援する 
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事業名 事業概要 R5 年度予算 R6年度予算 

 行政窓口や各種相談窓口との連携強化も図る 

また出雲市等外国人住民が急速に増えている地域からの依頼に応じた出前相

談を実施するほかオンライン、ＳＮＳによる相談も実施する 

  

 ①ＳＮＳによる生活情報提供（県受託事業） 

ワンストップ型相談窓口に寄せられる相談内容をもとに外国人住民が必

要としている情報を把握しＳＮＳを活用した効果的な情報発信を行う 

対応言語 やさしい日本語、英語、中国語、タガログ語、ポルトガル語、

ベトナム語、韓国語 

方  法 Facebook、Ⅹ（旧 Twitter） 

  

 ②相談窓口の開設（一部県受託事業） 

（ア）ワンストップ型相談窓口 多言語相談 Go-enしまね 

対応言語 22 言語（相談員と多言語コールセンターによる対応） 

時  期 通年 

方  法 電話（三者通話システム）、Skype、メール、ＳＮＳ、来所、Zoom 

  

 （イ）無料法律相談 

対応言語 英語、中国語、タガログ語、ポルトガル語、ベトナム語 

時    期 月１回 

開 催 地 松江市 

  

 （ウ）出前相談 

対応言語 英語、中国語、タガログ語、ポルトガル語、ベトナム語 

時  期 月 1 回程度 

開 催 地 依頼のあった地域 

  

 ③外国人地域サポーター（県受託事業） 

複雑化・深刻化する外国人相談事例に対応するため外国人住民と行政等の

橋渡し役として配置された「外国人地域サポーター」が活動を的確に行え

るよう支援する 

地   域   数 外国人住民数が概ね 200 人以上の 8 市町 

サポーター数 18 団体・個人（8 市に各 1～3個人･団体） 

内    容 連絡会議の開催、活動に対する支援 

  

 ④外国人等短期宿舎提供 

来県直後や帰国前にアパート等宿舎が確保されていない留学生をはじめとする

居住支援の必要な外国人等にしまね国際研修館を宿舎として短期間提供する 

  

 （2）日本語学習支援事業【拡充】 

日本語学習機会の充実を図るとともに日本語ボランティア教室や市町村・関係

機関等と連携して地域日本語教育の体制整備に向けた様々な取組を行う 

  

 ①外国人住民向け（県受託事業） 

県内の外国人住民がそれぞれの日本語習得レベルに応じた日常生活に必

要な日本語を学習できる環境を整備する 

  

 （ア）となりでにほんご 

時 期 6 月～3 月 

回 数 90 分×10 回講座×80 組 

開催地 県内全域 

方 法 対面、オンライン 

活動者 日本語パートナー 

内 容 オリジナル教材による日本語習得の支援と地域への橋渡し 

  

 （イ）ネットでにほんご 

a）基礎クラス 

時 期 5 月～3 月 

回 数 120 分×15 回×2 期 

方 法 オンライン 

指導者 日本語教師 

  

 内 容 日常生活における簡単なコミュニケーションができるレベル

の日本語習得の支援 

  

 b）レベル別クラス 

時 期 5 月～3 月 

回 数 120 分×20 回×3 クラス×2期 

方 法 オンライン 

指導者 日本語教師 
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事業名 事業概要 R5 年度予算 R6年度予算 

 内 容 自立した言語使用者になれることを目指し段階的に日本語を

習得できるように支援 

  

 （ウ）子どもの日本語教室 

時 期 ①7 月～8月 ②12 月～1 月 

回 数 ①12 回   ②4 回 

開催地 出雲市ほか 

方 法 対面、オンライン 

活動者 所定の講座を受講したボランティア 

内 容 生活言語としての日本語学習の支援等 

  

 （エ）ＳＩＣにほんごコース交流会  

時 期 12 月 

参加者 日本語パートナー、学習者ほか 

内 容 日本語による発表や意見交換 

  

 （オ）日本語学習体制の整備 

時 期 通年 

内 容 総合調整会議の実施、市町村と連携した日本語ボランティア養

成講座の実施 

  

 ②外国人材受入企業・団体向け（一部県受託事業） 

（ア）職場でにほんご 

時 期 随時 

回 数 90 分×12 回講座 

開催地 県内全域 

指導者 日本語教師・日本語パートナー 

内 容 企業が雇用する外国人従業員に対する生活と仕事のための日本

語の指導（経費は企業負担） 

  

 （イ）短期集中日本語研修 

時 期 随時 

  

 ③日本語教室運営支援（県受託事業） 

外国人住民の日本語学習の場となるだけでなく多文化共生社会における

地域の拠点となりうる日本語教室の運営活性化に向けた活動を支援する 

  

 （ア）日本語教室マップの作成：3,000 部（6か国語併記） 

言 語 日本語、英語、中国語、タガログ語、ポルトガル語、ベトナム語 

配布先 市町村住民登録窓口、出入国在留管理局等 

  

 （イ）ボランティア保険費用の補助 

（ウ）教材・運営方法等についての支援 

a 島根県オリジナル教材の無償提供 

b 日本語教室向け出前講座の実施 

  

 ④やさしい日本語の普及（県受託事業） 

外国人にも理解しやすい「やさしい日本語」を普及促進するための研修を

実施する 

時 期 随時 

開催地 15 カ所程度  

内 容 講義及び演習 

（「やさしい日本語」の概要、言い換え・書き換えの方法等） 

対象者 自治体職員、一般県民等 

  

 （3）外国ルーツの子どもの学習支援事業（ＣＬＡＩＲ助成事業） 

外国にルーツをもつ子どもには学習言語の習得および受験勉強にハード

ルがある 

外国にルーツをもつ中学生が学校の授業に参加し学力の定着を図るため

の学習支援や中学生及び学齢超過で来日した子どもが高校進学のための

学習支援等を実施し外国にルーツをもつ子どもの学習機会を確保する 

  

 時 期 通年 

開催地 出雲市ほか 

内 容 検討会、学習支援等 

  

 （4）コミュニティ通訳ボランティア派遣事業 

外国人住民が行政機関や学校・病院等の公共機関を利用する場合日本語の

能力の問題から意思疎通が十分できず困難な状況が生じることがある 

そのためコミュニケーションが円滑に図られるよう外国人住民・関係機関

からの要請に基づきコミュニティ通訳ボランティアを派遣する 

主な派遣先 行政窓口、病院、学校等 
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事業名 事業概要 R5 年度予算 R6年度予算 

 （5）外国人住民防災・災害時支援事業 

災害時外国人住民は災害に関する情報が入手できない災害に関する日本

語が分からないこと等により弱い立場に置かれることが多い 

災害時でも外国人住民が安心できるよう島根県災害多言語支援センター

を設置・運営すること多言語情報を発信すること等により外国人住民を支

援する 

 島根県総合防災訓練 

 時 期 10 月 

 開催地 益田市 

 内 容 避難所における外国人住民支援の演習、展示 

  

 （6）外国人留学生奨学金事業 

留学生にとって日本の高い生活費は勉学する上で大きな障壁となってお

り経済的に厳しい状況にある 

彼らの真摯な勉学への姿勢は多くの人の共感を得彼らを支援しようと多

くの寄附金が寄せられている 

この寄附金に当財団の財源を加えて奨学金を給付する 

  

 ①しまね国際センター外国人留学生奨学金 

対象者 県内の大学等に在籍している私費外国人留学生 

（他の奨学金を受けていないこと） 

奨学金 月額 2万円（1年間交付） 

人 数 10 人程度 

  

 ②寄附募集 

時 期 通年（特に 10 月～2 月） 

内 容 奨学生の現況を添えて県民一般に広く寄附を募る 

  

4.協働推進・助成顕彰事業 国際交流団体、市町村等と連携を図るとともに民間団体が行う多文化共生の地

域づくり国際交流・協力活動を支援する 

6,780 3,682 

 （1）協働推進事業 

①海外ネットワーキング 

（ア）海外移住者支援 

南米の移住者の文化活動、教育指導・援助活動等に県人会を通じて必要

な経費の一部を助成するとともに各種情報の提供を行う 

南米移住者県人会への助成額 

ブラジル     50 万円 （180 世帯  460 人） 

ペルー        5 万円 （  6 世帯   10 人） 

アルゼンチン  5 万円 （ 31 世帯  100 人） 

  

 （イ）島根県海外移住家族会支援 

県と連携を図り島根県海外移住家族会事業を支援する 

  

 ②県内ネットワーキング 

（ア）国際交流団体・市町村等連携会議 

国際化推進・多文化共生活動を行う団体等と市町村が一堂に会し意見交

換する場を設け協働事業等の促進を図る（県との共催事業） 

時 期 6 月 

開催地 松江市、浜田市 

  

 （イ）ＳＩＣキャンパス 

多文化共生や外国人支援、国際理解教育等に関心のある中高生や大学生に

対してフィールドワークの支援やインターンシップ受け入れなど体験学

習の機会を提供する 

時 期 随時 

  

 （2）助成顕彰事業 

①助成金交付 

  

 地域が国際化するためには民間団体や住民が積極的に国際交流や多文化

共生に関与することが必要である 

そのため住民主体の国際交流・協力や日本語教室など多文化共生に資する

事業に対し助成する 

助成額 1事業当たり上限 20 万円 

補助率 2/3（但し日本語教育事業については 3/4） 

団体数 20 団体程度 

申 請 年 1 回（5 月末締め切り） 
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事業名 事業概要 R5 年度予算 R6年度予算 

 ②功労者顕彰 

島根県の国際化に尽力しまた当センター事業に多大な貢献をするなどそ

の功績が特に顕著な個人･団体を顕彰する 

時 期 6 月 

開催地 松江市・浜田市 

  

5.広報・啓発事業 広く県民に対して情報発信するとともに多文化共生の意識醸成を図り裾野を

拡大する 

外国人住民に対して地域で円滑に生活していくための様々な情報を提供する

また日本人住民に対しては外国人住民に対する理解と国籍や民族の違いを超

えて外国人住民と共生する地域づくりの意義や大切さについて機関誌やイベ

ントを通じて広報・啓発していく 

819 927 

 （1）広報事業 

外国人住民及び日本人住民に対してホームページ、ＳＮＳにより生活情報

やイベント情報等を多言語で提供するとともに機関紙等により多文化共

生に関する情報や当センターの事業について周知する 

①ホームページ 

対応言語 日本語（ふりがな機能付き）、英語、中国語、タガログ語、 

ポルトガル語、ベトナム語 

②ＳＮＳ 

対応言語 日本語、英語、中国語、タガログ語、ポルトガル語、 

ベトナム語 

方  法 Facebook、Instagram、YouTube 

③機関誌「まいるすとんず」（年 1 回 2,000 部） 

地域住民向けに国際理解や多文化共生の意義や大切さについて広報する 

配布先 市町村、県内公共施設、大学、賛助会員、ボランティア登録者、

県内国際交流団体等 

④「ＳＩＣ応援団ニュース」（賛助会員向け 隔月 250 部） 

  

 （2）啓発事業 

講師派遣やイベント出展等を通じて多文化共生の意義や必要性について

県民の理解を促す 

①講師派遣 

多文化共生の意義や実践方法等について各種団体の要請を受けて講師を

派遣する 

時 期 随時 

対象者 自治体職員、教職員、学生等 

②イベント出展 

時 期 10 月～12 月 

候 補 海遊祭、人権フェスティバル 

③多文化リソースの提供 

（ア）図書の貸出 

（イ）国旗・卓上旗等の貸出 

  

○法人会計  1,323 1,268 

 1.会議の開催  

（1）理事会・評議員会          年 3 回    開催地 松江市 

2.会議、研修会への参加 

（1）地域国際化協会連絡協議会総会    年 1 回    開催地 東京都 

（2）中国・四国地域国際化協会連絡会議  年 1 回    開催地 愛媛県 

（3）地域国際化協会職員国内研修     年 2 回    開催地 東京都 

3.組織体制等の検討 

多文化共生業務の増加に対応するため新たに事務局事業を設置し業務執行体

制の強化を図るとともに事務所の立地についても具体的な検討を継続する 

  


